
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南国市市街化調整区域の開発許可制度基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南 国 市 

平成 29年 11月 30日 

 

 

※ この基本方針は許可の可否を判断する際に用いるものではありません。許可の可否 

については、条例や規則、開発審査会等によって判断することになります。 
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